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研究成果の概要（和文）：本研究では、子どもの就学前環境に注目した学力格差の形成メカニズムの解明を目指
した調査を行った。調査は2016年から2017年にかけ、私たちが行った過去の学力調査を受けた児童生徒の保護者
に対して実施した。調査票の配布数は、3388票で、回収数は1681票であった。回収率は約49.6%であり、過去の
調査対象者の約半数からの調査協力が得られた。分析の結果、4歳以降の就学前教育施設の利用は、小学6年次の
学力へポジティブな影響を与えることが示唆された。

研究成果の概要（英文）：In this research, we conducted a survey aiming at grasping the formation 
mechanism of academic inequality focusing on the preschool environments of children. The survey was 
conducted from 2016 to 2017 for parents of students who received the past academic achievement 
survey we conducted. The number of distribution of survey forms was 3388, and the collection number 
was 1681. The recovery rate was about 49.6%, so research cooperation was obtained from about half of
 the past survey target persons. As a result of the analysis, it was suggested that the use of 
preschool educational facilities after the age of 4 has a positive influence on the academic ability
 of the 6th grade elementary school.

研究分野： 教育社会学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
OECD が発表した Starting Strong（2001）

および Starting StrongⅡ（2006）に見られ
るように、21 世紀初頭より、子どもの就学前
環境への政策的介入の有効性が世界的に注
目されてきている。 
子どもの就学前環境は、(1)保護者によって

しつけ・様々な養育等が行われる家庭、(2)
保護者以外の地域の人間と関わる場として
の地域社会、(3)幼稚園や保育所といった正規
の就学前教育機関、(4)習い事や通信教育、幼
児向けの塾などの幼児教育産業が提供する
教育の場、の 4 つに類別できる。これら教育
の場は、家庭という私的領域で行われる部分
が大きく、保護者の持つ文化、意識等によっ
て規定される側面が強い。そのため、就学前
の子どもに対する公的な介入（特に、(1)や(3)
の場への介入）が社会的に不利な立場にある
グループに向けられた時、社会的公正の実現
に貢献することが知られている(Heckman 
J. , Investing in Disadvantaged Young 
Children is an Economically Efficient 
Policy, 2006)。これら海外での知見を踏襲し、
本研究では、縦断的研究に就学前環境につい
ての情報を含め、日本の社会的不平等の諸相
を幼少期から成人期に至るまで家族、学校、
学校外教育、よりマクロな社会文化的環境と
の関わりにおいて観察し、危機を克服するた
めの教育システム等を構築する処方箋を描
くことを目指す。 
 
２．研究の目的 
「青少年期から成人期への移行について

の 追 跡 的 研 究 」（ Japan Education 
Longitudinal Study: JELS）は、小学校から
成人期への入り口を経て職業生活の初期段
階に至るまでの青少年を対象として、１）青
少年期から成人期への移行に関する統計的
ポートレートを作成し、２）現代社会におけ
る諸「移行」問題を社会学的に考察すること
を目的とした縦断的調査である。2003 年以
降四波にわたり実施してきた JELS は、子ど
もの就学前環境と養育行動が、その後の学力
や進路形成を左右することを示唆しており、
OECD ほかの先行研究を踏まえると、就学前
環境と養育行動に関する情報蒐集が実証的
な焦点となっている。そこで本申請課題は、
JELS の調査対象者（青少年）の就学前環境
と養育に関する保護者調査を実施し、学力・
教育達成、職業的キャリア形成、家族形成と
就学前環境等との関連を考察することを目
的とする。 
 
３．研究の方法 
研究目的を達成するため、これまで 2003

年から第一波～第四波と追跡調査を実施し
てきた関東エリアおよび東北エリアの両エ
リアの調査対象者（現 20 歳＋、23 歳＋、26
歳＋、29 歳＋）の保護者に対し、3 つの調査
を実施する。まず（１）平成 27 年度にイン

タビュー調査（計 50 人）をもとに、就学前
環境と養育行動についてのパタンを抽出す
る。このインタビュー調査を実施し、次年度
以降の保護者質問紙調査の設計を行う。（２）
平成 28 年度に関東エリアにて保護者質問紙
調査（計 3,518 人）、（３）平成 29 年度に東
北エリアにて保護者質問紙調査（計 3,282人）
を実施し、就学前環境と保護者の養育行動を
明らかにし、さらに子どもの現況（教育達
成・在学状況、就職経路、職業訓練経験、家
族形成）についても把握する。 
 
４．研究成果 
 
（１）学力の社会的格差拡大の様相 
子どもが生まれ育つ家庭における何かし

らの文化的環境が教育達成に影響すること
はよく知られている。2000 年頃からは日本で
も学力格差に関する社会学的研究が蓄積さ
れ、子どもの学力の獲得が家庭背景によって
不平等であるという実態が明らかにされて
きた。 
しかしこれまでの研究は、学力格差を一時

点のデータ分析からとらえただけに留まる。
そこで、JELS では学力スコア（算数・数学の
正答率）のパネルデータを用いた分析を行っ
た。その結果、学力格差が早期に形成され、
学年の上昇とともに拡大していくことを明
らかにした。 
 
（２）学力格差是正の介入としての就学前教
育（幼稚園と保育所を含む）の効果検証 
上記のような学力格差拡大の実態を踏ま

え、就学前教育の利用による学力格差是正に
ついての検証を重回帰分析によって行った。 
まず、0～2歳頃に就学前教育を利用してい

た子どもの小 6 時点の学力スコア（算数の正
答率）は、利用していなかった子に比して低
い傾向が見られた。 
3 歳時点での就学前教育の利用は、小 6 時

の学力に影響はなかった。 
ところが、4 歳頃以降になると就学前教育

の利用しているほど、小 6時点の学力スコア
が高いことが示された。 
こうした年齢による就学前教育の利用と

学力スコアの関連を視覚的にまとめたのが
図 1である。図化すると年齢が上昇するほど
「通っていなかった（定数）」の推定値が低
下していることが把握しやすい。その反面で、
就学前教育機関を利用している子どもの学
力スコアの年齢ごとの値を見ると、それほど
大きく変化しているわけではないこともわ
かる。 
これらの数値が示唆するのは、就学前教育

の利用と学力の関連は、年齢が上がるほどポ
ジティブな効果があるというよりは、年齢が
上がるほど、利用しないとネガティブな結果
になるということである。 
 

 



図 1. 算数正答率に対する就学前教育の効果 
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